
2025年4月に開始された日本のイノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）は、知的財
産から生じる所得に対して最大30％の所得控除を提供する画期的な制度である 。本制度は7

年間の時限措置として設計され、国際競争が激化する中で日本の研究開発拠点としての競争力強化を
目指している 。本報告では、企業の制度利用予測、特許出願への影響、ライセンス収入の変化
について包括的に分析する。

イノベーション拠点税制は、2025年4月1日から2032年3月31日までの7年間にわたって適用される
租税特別措置である 。対象となる知的財産は、2024年4月1日以後に取得または製作された特許
権およびAI関連のプログラムの著作物に限定されている 。

制度の核心となる優遇措置は、対象知的財産から生じるライセンス所得または譲渡所得に対し、自己
創出比率を乗じた金額の30％を所得控除するものである 。これにより、法人実効税率ベースで
約29.74％から約20％相当まで税負担が軽減される 。

制度適用には厳格な要件が設定されている 。企業は青色申告法人である必要があり、対象知的財産
は主に国内で自ら研究開発を行って創出したものでなければならない 。関連者との取引は適格
ライセンス取引から除外され、外国法人への譲渡も対象外となる 。

経済産業省による証明書の交付手続きが必要であり、特にAI関連プログラムについては第三者機関に
よる専門的証明が求められる 。これらの要件は制度の適正な運用を確保する一方で、企業の利
用における重要な制約要因となっている。

制度開始初期における企業利用は限定的になると予測される 。対象知的財産が2024年4月以降
に創出されたもののみに限定されるため、制度開始時点で適用可能な知的財産を保有する企業は少数
にとどまる見込みである 。

初期段階では、主にAI関連ソフトウェア開発企業や先進的な技術系スタートアップなど、50-150社程
度の限定的な利用が想定される 。これらの企業は比較的短期間で新しい知的財産を創出する特性
を持つため、制度の早期受益者となる可能性が高い 。

日本のイノベーション拠点税制：企業利用予測とそ
の経済効果分析
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制度概要と適用要件

基本的な制度設計
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適用要件と制約
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企業利用予測分析

短期的な利用予測（2025-2026年）
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Projected Adoption Timeline of Japan's Innovation Box Tax System (2025-2032)

制度導入から2-4年経過した中期段階では、より多くの企業が適格な知的財産を蓄積し、利用企業数
は300-800社程度に拡大すると予測される 。特に製薬業界では、新薬開発サイクルが長期間
であるものの、重要な特許を継続的に創出しており、中期的な主要受益者となる見込みである
。

電機・製造業分野でも、AI技術の導入進展に伴い、従来の製造技術とAI技術を融合した新たな知的財
産の創出が活発化することが期待される 。大手企業では、トヨタ自動車（研究開発費1兆2,417

億円）、本田技研工業（8,809億円）、ソニーグループ（7,357億円）などが潜在的な利用候補とな
る 。

制度運用の成熟期である2030年以降は、1,000-2,000社程度の企業が制度を活用するレベルまで拡
大すると予測される 。この段階では、制度に関する理解の深化、実務ノウハウの蓄積、成功事
例の共有などが進み、より幅広い業界での活用が実現する見込みである 。

ただし、日本の青色申告法人数を考慮すると、全体に占める利用企業の割合は依然として限定的であ
り、主に研究開発集約型産業の一部企業による利用にとどまると考えられる 。

中期的な利用拡大（2027-2029年）
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長期的な普及（2030-2032年）
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2024年における日本の特許出願件数は306,855件で、前年から6,722件（2.2％）増加している
。このうち、PCT国内移行を除く国内特許出願は約234,000件で、前年から約9,000件の増加を

示している 。

イノベーション拠点税制の導入により、国内特許出願に対して中程度のプラス効果が期待される
。制度による税制優遇が研究開発投資のインセンティブとなり、年率5-10％程度の特許出願増加

をもたらす可能性がある 。

日本の研究開発支出は2023年に22.05兆円（前年比6.5％増）に達し、GDP比3.70％の水準を維持し
ている 。企業部門が全体の約73％（16.12兆円）を占める構造となっており、企業の研究開発
活動が特許出願動向に大きな影響を与える 。

Japan's R&D Expenditure by Sector (2023): 22.05 Trillion Yen Total

制度による税制優遇は、特に知的財産の収益化を重視する企業において、研究開発投資の拡大および
特許出願戦略の見直しを促進すると予測される 。ただし、効果の発現には数年間のタイムラグ
が想定され、顕著な影響は2027年以降に現れると考えられる 。

特許出願への影響予測

国内特許出願の動向
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日本の知的財産権等使用料収支は約2.4兆円の黒字を記録し、アメリカに次ぐ世界第2位の規模を誇っ
ている 。しかし、この収入の約64％は企業グループ内取引によるもので、グループ外企業と
の取引では約880億円の赤字となっている 。

2024年の知的財産収支では、特許・ノウハウ関連が3.1兆円以上の黒字を計上する一方、著作権等の
部分では7,000億円以上の赤字が続いている 。この構造的な課題に対し、イノベーション拠点税
制は知的財産の戦略的活用を促進する効果が期待される 。

イノベーション拠点税制の導入により、ライセンス活動に対する年率3-7％程度の成長促進効果が予
測される 。税制優遇により、企業は保有する知的財産の積極的な活用を図るインセンティブが
高まり、これまで休眠状態にあった特許の商業化が進展する可能性がある 。

特に製薬業界では、創薬分野におけるマイルストーン収入やランニングロイヤルティの増加が期待さ
れる 。AI関連分野でも、プログラムの著作物に関するライセンス取引の活発化が見込まれ、新た
な収益源の創出に寄与すると予測される 。

AI・ソフトウェア業界は制度の最も早期の受益者となると予測される 。新しいAI関連プログラム
の著作物が制度対象となるため、200-400社程度の企業が2025-2026年の早期段階から制度を活用
する見込みである 。

製薬・バイオテクノロジー業界では、研究開発集約型の特性により中期的な主要受益者となることが
期待される 。特許を核とした事業戦略を展開する企業が多く、150-300社程度の製薬企業および
100-200社程度のバイオテクノロジー企業の参加が予測される 。

電機・製造業分野では、既存技術とAI技術の融合による新たな知的財産創出が進み、300-500社程度
の企業が中期的に制度を活用すると予測される 。自動車業界は既存の特許ポートフォリオが充実
している一方、新規特許の創出ペースが相対的に緩やかなため、50-100社程度の限定的な利用にと
どまる見込みである 。

化学業界では、研究開発サイクルの長さと新規特許創出の難しさから、50-150社程度の企業による長
期的な活用が想定される 。業界全体での効果発現には時間を要すると考えられる 。

ライセンス収入への影響予測

現在のライセンス収支状況
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制度による収入増加効果
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業界別影響分析

早期採用が期待される業界
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日本の制度を国際的な観点から評価すると、税制優遇の程度は中程度のレベルにとどまっている
。フランス（10％）、ベルギー（3.75％）、オランダ（9％）、アイルランド（6.25％）など、

より積極的な優遇税率を設定する国々と比較すると、日本の実効税率約20％は競争上の制約要因とな
る可能性がある 。

International Comparison of Innovation Box Tax Rates vs. Regular Corporate Tax Rates

シンガポール（5-10％）やインド（10％）などアジア諸国でも導入が進む中、日本の制度は立地競争
力の観点から一定の効果は期待されるものの、劇的な変化をもたらすほどの強力なインセンティブと
は言い難い 。

日本の制度は、OECD BEPSルールとの整合性を重視したネクサス・アプローチを採用しており、国
際的な税源浸食への配慮が十分になされている 。しかし、関連者取引の除外や複雑な自己創出
比率の計算など、実務上の制約が多く、特に多国籍企業にとっては利用しにくい設計となっている
。

制度の効果的な運用のためには、実務ガイドラインの充実、申請手続きの簡素化、成功事例の共有な
どが重要な課題となる 。また、制度の効果検証と必要に応じた見直しも、7年間の時限措置期
間中に実施される必要がある 。

国際比較による制度評価

各国のイノベーションボックス税制
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制度設計の特徴と課題
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制度による直接的な税収減少効果は、成熟期において年間10-50億円程度と推計される 。この規模
は日本の法人税収全体から見ると限定的であるが、対象企業にとっては研究開発投資の重要なインセ
ンティブとなり得る 。

間接的な効果として、研究開発投資の促進、知的財産の戦略的活用、国内におけるイノベーション拠
点機能の強化などが期待される 。これらの効果が十分に発現すれば、制度による直接的なコスト
を上回る経済価値の創出が可能となる 。

制度の成功には、対象範囲の適切な設定、手続きの簡素化、国際競争力のある優遇水準の確保が重要
である 。現行制度は導入初期としては適切な設計であるが、効果検証に基づく継続的な改善が必
要となる 。

特に、AI技術の急速な発展や国際的な知的財産戦略の変化に対応し、制度の柔軟性と実効性を両立さ
せる政策運営が求められる 。また、中小企業の制度利用促進や、大学等との産学連携強化など
も重要な政策課題となる 。

日本のイノベーション拠点税制は、限定的ながらも着実な企業利用の拡大が予測され、特許出願やラ
イセンス収入に対して中程度のプラス効果をもたらすと考えられる 。初期段階の50-150社から始
まり、制度成熟期には1,000-2,000社程度の利用規模に達する見込みである 。

特許出願については年率5-10％、ライセンス収入については年率3-7％程度の成長促進効果が期待さ
れる 。業界別では、AI・ソフトウェア、製薬・バイオテクノロジー分野が主要な受益者となり、
電機・製造業分野でも中期的な効果が見込まれる 。

ただし、制度の効果は限定的であり、日本の研究開発投資や知的財産戦略に劇的な変化をもたらすも
のではない 。国際競争力の観点からも改善の余地があり、継続的な制度見直しと政策支援の充実
が成功の鍵となる 。

⁂

経済効果と政策的含意

直接的な経済効果
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